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研究成果の概要（和文）：本研究では、デジタル技術の発達とその積極的な応用への取組により、サプライチェ
ーン全体の効率性、知能化、ネットワーク効果がますます増大している一方、人的・自然災害によるサプライチ
ェーンの寸断は世界的規模で経済状況を悪化させる深刻な問題拡大に対して、システム・アーキテクチャの視点
から、新たに合意形成メカニズムを導入し、サプライチェーンシステムの再構築に関する具体的なメソドロジー
を提案した。さらに、そのシステム再構築の具体策として、ブロックチェーン・プラットフォームによる解決策
を提示し、その効果とするサプライチェーンレジリエンスの向上について検証した。

研究成果の概要（英文）：In this study, we introduced a new consensus mechanism from the viewpoint of
 system architecture and proposed a specific methodology for the reconstruction of supply chain 
systems, in response to the serious problem that the disruption of supply chains due to human and 
natural disasters deteriorates the economic situation on a global scale, while the efficiency, 
intelligence, and network effects of the entire supply chain are increasing due to the development 
of digital technology and the active application of digital technologies. In addition, as a concrete
 measure for the system reconstruction, the solution by the blockchain platform was presented, and 
the improvement of supply chain resilience by the effect was verified.

研究分野：経営情報システム・オペレーションズ・マネジメント

キーワード： サプライチェーンレジリエンス 　システム・アーキテクチャ　合意形成メカニズム
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究では、サプライチェーンレジリエンスの向上を実現するために、既存のサプライチェーンシステムにおい
て、新たな合意形成メカニズムを補完的に取り入れ、サプライチェーン全体の複雑性および脆弱性を軽減・回避
するレジリエンス向上の解決策となる新たなシステムアーキテクチャ構築のメソドロジーを提言することで、社
会的意義を果たした。また、アジア・オセアニア地域における各国のサプライチェーンの先進企業の調査および
文献レビュー・分析を通じて、新たなシステムアーキテクチャの実用性と有効性について検証し、その学術的意
義を果たした。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 
 サプライチェーン・マネジメント（SCM）における AI（Artificial Intelligence）、Big Dataや
Cloud Computingといったデジタル関連技術の適用と応用が着々と進められることによって、
サプライチェーン全体の規模が、効率性、知能化、ネットワーク効果と共に増大する一方、その
複雑性と脆弱性も益々顕著となっている。他方、自然災害やシステム障害によるサプライチェー
ンの寸断は、一国の企業だけの問題ではなく、世界的規模での経済状況を悪化させる。そのため、
サプライチェーンの脆弱性とそれを補強するためのサプライチェーン・レジリエンス（SCR）向
上に関する研究が注目されつつある。例えば、T. Omitola and G. Wills (2018) [1]では、今日の
IoT（Internet of Things）ベースのサプライチェーンによって莫大な複雑性とセキュリティ上の
甚大な脆弱性がもたらされたと主張し、IoTデバイスを利活用したサプライチェーン運営の具体
例を挙げ、サプライチェーン全体における脆弱性と潜在的な脅威を検証するためのシステム・マ
ップの構築が提案された。また、Y. Cui （2016）[2]では、製造業における生産システムのデジ
タル化を前提とした上で、SC企業のレジリエンスを高めるために、業務管理の視点から製品ア
ーキテクチャマトリックスを活用し、インテグラルとモジュラーという製品設計情報のつなぎ
方と、オープンとクローズドという標準インターフェースの範囲を最適にマッチングさせる業
務戦略が提案された。即ち、製品設計の段階から SCR改善を可能にする要素の取り入れ、サプ
ライチェーンの脆弱性と複雑性を最小限に抑える方策の必要性が正当化された。 
 一方、IoT環境整備と関連技術が推進・発展している中、自律分散型指向のアーキテクチャに
よる新しい情報システムが金融業界をはじめ、多くの分野において登場し、注目されつつある。
P2P ネットワーク、コンセンサスアルゴリズムやスマートコントラクトといった自律分散型指
向のアーキテクチャの特徴は従来のサーバー／クライアント型のサプライチェーン・システム
に対する補完的な役割発揮に有用である。 Nir Kshetri（2018）[3]では、SCの最適な資源配置
を実行するには、企業間の信頼メカニズムの欠如による情報の非対称性といった問題の解決を
優先すべきと主張されており、既存の中央集権型サプライチェーン・アーキテクチャのまま、ソ
リューションを模索するよりも自律分散型指向のブロックチェーン技術の活用が必要と論証さ
れている。 
 しかし、現段階では、既存のサプライチェーン・システムにおいて、自律分散型指向のアーキ
テクチャ、あるいは、新たな合意形成メカニズムを導入するような研究はまだ稀であり、とりわ
け、日本では SCRにおけるブロックチェーン技術の応用に関する研究は殆ど見当たらない。た
だ日本のみならず、アジア・オセアニア地域において、実務界での実験的な応用と実施は既に始
まっており、今後、これらの実践的な試みと同時に、学術的な分析・革新による研究活動の推進
はますます重要になっていくことが予想される。 
 
 
２．研究の目的 
 
 本研究の目的は、上述の背景のもと、 SCRの向上を実現するために、既存のサプライチェー
ン・システムにおいて、新たな合意形成メカニズムを補完的に取り入れ、サプライチェーン全体
の複雑性および脆弱性を軽減・回避するレジリエンス向上の解決策となる新たなシステムアー
キテクチャを提言することである。そのためには、現在その方向に向けて取り組んでいるサプラ
イチェーンの先進企業を調査しながら、文献レビューや研究協力者たちとのブレーンストーミ
ングを通じ、これらのデジタル技術の導入可能性および応用分野を確認する。その上で、どのよ
うにシステムアーキテクチャが構築されれば、サプライチェーンの複雑性と脆弱性を軽減・回避
できるかを検証する。 
 
 
３．研究の方法 
 
１）サプライチェーンの先進企業の実態調査を通じ、デジタル関連技術導入によるサプライチェ
ーン全体の効率性と生産性の向上を目指す現段階の達成度合いについて測定する。また、サプラ
イチェーン上の企業の効率性と生産性が達成される一方で、サプライチェーン全体の複雑性と
脆弱性が拡大していることが予想されることから、その度合いについて調査し、SCR の視点か
らそれらに対する施策と取組状況を明らかにする。 
２）上述の調査や文献レビューなどに続き、さらに、自律分散型システムを既存のサプライチェ
ーン・システムに導入するように積極的に取り組んでいる企業を調査し、その成果と課題を明ら
かにする。また、SCRの向上を妨げる既存のサプライチェーン・システムの核心的な問題点を検
証し、SCR の向上に必要な新しいコンポーネントやそのシステム構築に関する新たな仮説構築
を試みる。 



３）分析の結果に基づき、既存のサプライチェーン・システムのデジタル化を新たに評価し、新
たな合意形成メカニズムを補完的に取り入れ、両者の融合による相乗効果を検証し、SCR の向
上に向けた革新的なサプライチェーン・システム構築のメソドロジーを明らかにする。 
 
４．研究成果 
  
 研究代表者はこれまでシステム障害や地震・洪水などの自然災害および金融危機やテロ・地政
学リスクなどの人的災害による突発的事件の発生から、いち早くサプライチェーン全体の機能
回復に、最も効果的なメソドロジーについて、長年 SCR を中心的な研究テーマとして継続的に
取り組んできた。その研究成果に基づき、上述の新たな取り組みを通じて、本研究では、さらに
以下の研究成果を収めることができた。 
１）サプライチェーンの寸断に至る要因分析から、サプライチェーンへの打撃の程度を規模の度
合い、時間的長さ、および深刻度という三つの尺度から検討・分析し、2020年以来、世界に恐ろ
しい衝撃を与えてきたコロナウイルス感染症パンデミックのような最も深刻な状況に対して、
伝統的なリスクマネジメントの手法で解決する難しさを検証した。 
２）、SCR の研究軌跡に沿って、文献レビューや研究調査事例をオリジナルに分類し、多くの先
行の研究成果をもとに、システマティックな分析を通して、SCRの発展・形成のメカニズムの図
式化を行った。 
３）従来の中央集権型システムアーキテクチャにおいて、AI、Big Dataや Cloud Computingとい
ったデジタル関連技術による情報共有メカニズムの限界を明らかにし、ブロックチェーン技術
に基づく合意形成メカニズムへのトランジションを行う必要性について例証した。 
４）サプライチェーン・システムを再設計し、ブロックチェーン・プラットフォームを構築する
解決案を提示した（下図を参照）。このブロックチェーン・プラットフォームにおいては、参加
者の協力によって合意形成メカニズムが発揮され、自律分散型の情報収集・伝達、データの安定
性・セキュリティ・信頼性の保証、スマート・コントラクトによるシステムの公平性の確保、情
報共有の徹底化による情報の非対称性の排除、および P2P 伝送技術によるパフォーマンスの向
上といった特徴が反映されている。 
５）ブロックチェーン・プラットフォームの構築によるサプライチェーン・システムのトランジ
ションを実行することで、SCRの性能の向上と資源投入率の低下をもたらし、SCR の最も効果
的な実現に貢献できることが論証された。 

 
６）国際研究の一環として、アジア・オセアニア地域の研究協力者と共同で上記のブロックチェ
ーン・プラットフォームの構築による合意形成メカニズムの導入に対して、各国・地域のサプラ
イチェーン企業における実用性と有効性について検証し、その期待できる効果と課題を明確に
した。 
 以上の一連の研究成果から、これまでサプライチェーン・システムのデジタル化推進において、
その効果的なアプローチと従来のシステムアーキテクチャの極限性からもたらされる新たな課
題が明確になった。また、SCRの観点から、従来のサプライチェーン・システムを革新的に再構
築するために、ブロックチェーン技術に基づく合意形成メカニズムの導入とそのブレンディン
グ効果による SCRの向上が期待される。 
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